
 

 

 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 28,718,792 固定負債 5,234,315

有形固定資産 23,662,123 地方債 4,393,625
事業用資産 9,197,413 長期未払金 － 

土地 1,492,038 退職手当引当金 799,212
立木林 1,632,852 損失補償等引当金 － 
建物 13,518,647 その他 41,478
建物減価償却累計額 △ 7,818,964 流動負債 734,035
工作物 480,259 １年内償還予定地方債 640,722
工作物減価償却累計額 △ 337,977 未払金 26,337
船舶 － 未払費用 － 
船舶減価償却累計額 － 前受金 － 
浮標等 － 前受収益 － 
浮標等減価償却累計額 － 賞与等引当金 52,926
航空機 － 預り金 5,222
航空機減価償却累計額 － その他 8,827
その他 － 5,968,350
その他減価償却累計額 － 【純資産の部】 － 
建設仮勘定 230,559 固定資産等形成分 29,326,049

インフラ資産 14,221,737 余剰分（不足分） △ 4,089,165
土地 33,210 他団体出資等分 － 
建物 2,467,741
建物減価償却累計額 △ 1,567,767
工作物 29,265,614
工作物減価償却累計額 △ 16,115,403
その他 － 
その他減価償却累計額 － 
建設仮勘定 138,342

物品 1,337,356
物品減価償却累計額 △ 1,094,382

無形固定資産 112,316
ソフトウェア 43,846
その他 68,470

投資その他の資産 4,944,352
投資及び出資金 32,565

有価証券 7,064
出資金 25,501
その他 － 

投資損失引当金 － 
長期延滞債権 127,470
長期貸付金 350

負債合計

全体貸借対照表
（平成30年  3月 31日　現在）

科目 金額 科目 金額



 

 

  

（単位：千円）

基金 4,473,825
減債基金 1,845,405
その他 2,628,420

その他 310,193
徴収不能引当金 △ 51

流動資産 2,486,442
現金預金 596,052
未収金 44,779
短期貸付金 600
基金 614,253

財政調整基金 614,253
減債基金 － 

棚卸資産 32,041
その他 1,198,717
徴収不能引当金 － 

繰延資産 － 25,236,884
31,205,234 31,205,234

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（平成30年  3月 31日　現在）

科目 金額 科目 金額



 
 

（単位：千円）

経常費用 4,930,714
業務費用 3,182,064

人件費 839,157
職員給与費 709,232
賞与等引当金繰入額 55,348
退職手当引当金繰入額 － 
その他 74,578

物件費等 2,256,238
物件費 1,005,984
維持補修費 151,983
減価償却費 1,010,360
その他 87,911

その他の業務費用 86,669
支払利息 38,488
徴収不能引当金繰入額 51
その他 48,130

移転費用 1,748,650
補助金等 696,315
社会保障給付 1,044,873
他会計への繰出金 － 
その他 7,463

経常収益 864,727
使用料及び手数料 422,935
その他 441,792

純経常行政コスト 4,065,987
臨時損失 48,114

災害復旧事業費 － 
資産除売却損 48,013
投資損失引当金繰入額 － 
損失補償等引当金繰入額 － 
その他 102

臨時利益 9,140
資産売却益 4,598
その他 4,542

純行政コスト 4,104,961

全体行政コスト計算書
自　平成29年  4月  1日
至　平成30年  3月31日

科目 金額



 

 

  

（単位：千円）

前年度末純資産残高 26,233,152 30,596,023 △ 4,362,871 － 
純行政コスト（△） △ 4,104,961 △ 4,104,961 － 
財源 4,225,572 4,225,572 － 

税収等 3,239,178 3,239,178 － 
国県等補助金 986,394 986,394 － 

本年度差額 120,611 120,611 － 
固定資産等の異動（内部変動） △ 136,946 136,946 － 

有形固定資産等の増加 604,330 △ 604,330 － 
有形固定資産等の減少 △ 1,070,048 1,070,048 － 
貸付金・基金等の増加 488,339 △ 488,339 － 
貸付金・基金等の減少 △ 159,566 159,566 － 

資産評価差額 － － 
無償所管換等 9,482 9,482
他団体出資等分の増加 － － 
他団体出資等分の減少 － － 
その他 △ 1,116,923 △ 1,134,916 17,993 － 
本年度純資産変動額 △ 986,830 △ 1,262,379 275,549 － 

本年度末純資産残高 25,246,322 29,333,644 △ 4,087,322 － 

全体純資産変動計算書
自　平成29年  4月  1日
至　平成30年  3月31日

科目 合計
固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分



 
 

 

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 3,930,163
業務費用支出 2,181,512

人件費支出 837,463
物件費等支出 1,255,941
支払利息支出 38,488
その他の支出 49,621

移転費用支出 1,748,650
補助金等支出 696,315
社会保障給付支出 1,044,873
他会計への繰出支出 － 
その他の支出 7,463

業務収入 4,819,125
税収等収入 3,224,891
国県等補助金収入 761,586
使用料及び手数料収入 424,002
その他の収入 408,647

臨時支出 － 
災害復旧事業費支出 － 
その他の支出 － 

臨時収入 － 
業務活動収支 888,963
【投資活動収支】 － 

投資活動支出 1,085,691
公共施設等整備費支出 599,455
基金積立金支出 456,237
投資及び出資金支出 － 
貸付金支出 30,000
その他の支出 － 

投資活動収入 410,321
国県等補助金収入 227,815
基金取崩収入 125,437
貸付金元金回収収入 30,600
資産売却収入 14,599
その他の収入 11,870

投資活動収支 △ 675,371

全体資金収支計算書
自　平成29年  4月  1日
至　平成30年  3月31日

科目 金額



 
 

 

  

（単位：千円）

【財務活動収支】 － 
財務活動支出 755,925

地方債償還支出 746,557
その他の支出 9,368

財務活動収入 530,455
地方債発行収入 519,332
その他の収入 11,123

財務活動収支 △ 225,470
本年度資金収支額 △ 11,877
前年度末資金残高 591,869
本年度末資金残高 579,992
前年度末歳計外現金残高 14,888
本年度歳計外現金増減額 1,172
本年度末歳計外現金残高 16,060
本年度末現金預金残高 596,052

全体資金収支計算書
自　平成29年  4月  1日
至　平成30年  3月31日

科目 金額



全体財務書類  注 記 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 ··························································································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

取得原価が判明しているもの ··························································· 取得原価 

取得原価が不明なもの ········································································· 再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの ··························································· 取得原価 

取得原価が不明なもの ········································································· 再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

 

② 無形固定資産 ··························································································· 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの ·················································· 取得原価 

取得原価が不明なもの ································································ 再調達原価 

なお、地方公営企業会計においては、原則、取得原価としています。 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの ········································································· 取得原価 

② 出資金 

市場価格のないもの ········································································· 出資金額 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による低価法 

 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ·································· 定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 10 年 ～ 50 年 

工作物 10 年 ～ 40 年 

物 品 3 年 ～ 18 年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） ·································· 定額法 

（ソフトウエアについては、当町における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっ

ています。） 



(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を

計上しています。 

 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合の加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当とし

て支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当町へ按分

される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る福利厚生費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(7) 全体資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い

を含みます。 

 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の連結対象会計について

は、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更 

該当する事項はありません。 

 

(2) 表示方法の変更 

該当する事項はありません。 

 

(3) 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更 

該当する事項はありません。 



３ 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

該当する事項はありません。 

 

(2) 組織・機構の大幅な変更 

該当する事項はありません。 

 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当する事項はありません。 

 

(4) 重大な災害等の発生 

該当する事項はありません。 

 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対する保証等は行っていません。 

 

(2) 係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものはありません。 

 

５ 追加情報 

(1) 連結対象会計 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険病院事業会計 地方公営企業会計（法適用） 全部連結 ― 

簡易水道事業特別会計 地方公営企業会計（法非適用） 全部連結 ― 

公共下水道事業特別会計 地方公営企業会計（法非適用） 全部連結 ― 

漁業集落排水事業特別会計 地方公営企業会計（法非適用） 全部連結 ― 

国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 ― 

後期高齢者医療特別会計 特別会計 全部連結 ― 

介護保険特別会計（保険事業勘定） 特別会計 全部連結 ― 

介護保険特別会計（サービス事業勘定） 特別会計 全部連結 ― 

 

連結の方法は次のとおりです。 

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

 

 (2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間を設けられている会計においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい

ます。 



なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で出納

整理期間中に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

しています。 

 

(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却可能資産の範囲は、以下に該当するもののうち、本町が特定するものとする。 

・現に公用もしくは公共用に供されていない公用財産（一時的に賃貸しているもの含む） 

・売却が既に決定している、または、近い将来売却が予定されていると判断される資産 

イ 内訳 

該当する事項はありません。 
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②
 地
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71
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83
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③
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３．全体純資産変動計算書の内容に関する明細

（１） 財源の明細 （単位：千円）
会計 区分 金額

278,355 

37,544 

557 

797 

811 

69,687 

9,423 

392 

2,147,983 

23,423 

29,674 

6,998 

2,605,644 

国庫支出金 183,865 

道支出金 15,899 

計 199,764 

国庫支出金 175,142 

道支出金 193,369 

計 368,511 

568,275 
3,173,919 

80,177 
3,000 

182,682 
106,747 
38,148 
86,894 

126,160 
4,511 

285,056 
146,051 
17,661 

1,077,087 
国庫支出金 32,693 
道支出金 1,839 

計 34,532 
国庫支出金 272,566 
道支出金 122,846 

計 395,412 
429,944 

1,507,031 
3,682,731 

998,219 
4,680,950 

△ 438,105 
△ 8,818 

△ 446,923 
3,244,626 

989,401 
4,234,027 

相殺消去
税収等

国県等補助金
合計

合計
税収等

国県等補助金
合計

合 計

単純合計
税収等

国県等補助金
合計

特 別 会 計

税 収 等

国民健康保険税
療養給付費交付金
前期高齢者交付金
共同事業交付金
後期高齢者医療保険料
介護保険料
支払基金交付金
分担金及び負担金
他会計繰入金

小 計

国 県 等 補
助 金

資本的
補助金

経常的
補助金

小 計

小 計

財源の内容

一 般 会 計

税 収 等

町税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

分担金及び負担金

寄附金

繰入金

一般会計負担補助金
長期前受金戻入額等

国 県 等 補
助 金

資本的
補助金

経常的
補助金

小 計

合 計



 
 

 

 

 

 

 

（２） 財源情報の明細
（単位:千円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 4,100,086 761,586 237,532 1,961,997 1,138,971 

有形固定資産等の増加 604,330 227,815 281,800 94,715 －

貸付金・基金等の増加 486,337 － － 443,867 42,470 

その他 △ 1,144,233 － － － △ 1,144,233 

合 計 4,046,520 989,401 519,332 2,500,579 37,208 

区分 金額
内訳

４．資金収支計算書の内容に関する明細
（１）資金の明細

本年度末残高

100

一般会計 129,466

国民健康保険事業特別会計 73,681

後期高齢者医療特別会計 210

介護保険事業特別会計 41,406

介護サービス事業特別会計 21,368

簡易水道事業特別会計 3,512

公共下水道事業特別会計 3,635

漁業集落排水事業特別会計 2,277

国民健康保険病院事業会計 304,337

579,992合 計

種類

現金
要求払預金

（単位：千円）


